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「不正な財務報告と財務諸表監査
― 山一監査責任を巡る 10 年を振り返って」
公認会計士　伊　藤　　　醇
○伊藤　　こんにちは。山一證券の経営が破綻したのは平成 9 年でございますので、既に 20 年
近く前になります。当時、山一が存在した頃は 4 大証券といわれておりまして、野村、大和、日
興証券の次に山一という状況の証券会社でした。それが、平成 9 年 11 月 22 日に突然営業を休止
すると日経新聞で報道されました。その日の朝 5 時頃、私の家の電話が突然鳴りまして、山一證
券の役員から、本日、営業を休止することが新聞報道されると連絡がありました。営業を休止す
るということは、もう事業をしないということであり、社員全員を 3 月 31 日までには解雇する
という状況に陥りました。悪いことに、2000 億円を超える簿外の債務があるということも報道
されました。いわば粉飾決算です。昨年の東芝が 2200 億円を粉飾していたということが報道さ
れましたが、ほぼそれに匹敵するような粉飾決算が突然報道されました。当時、山一には 7300
人ぐらいの社員、加えて、外務員という準社員のような方がおりまして、山一證券本体で合計
9000 人ぐらいの社員が一度に生活の糧を失うという状況になりました。たまたま平成 9 年は、
山一證券が明治 30 年に創業して丁度 100 年目に当たるという年でもありまして、お祝いをした
年に会社が破綻したという事件でございました。
　なぜそんな事件が起きたのか。株式投資というのは自己責任で行うのが当たり前で、今の常識
からいえば当然のことなのですが、山一證券が抱えた損というのは、お客さんが運用した損を山
一證券が引き取ったものが大部分でした。非常にイレギュラーなケースだろうと思います。
　今日はシート 2 の「目次」に記載した 6 点についてご説明申し上げます。
　第 1 点は、事件が発生した背景はどうだったかということです。2 番目は、お客さんの損を証
券会社が引き取るという形でお客さんに利益を供与する、あるいは損失を補填するということが
どういうことなのか。それが監査とどういう関係があるかということ。第 3 点は、監査人がなぜ
損失を把握できなかったか。4 番目は、粉飾決算をした会社の監査人はどういう立場に置かれる
かというところをかいつまんでお話しします。最も大きな問題として、監査業務に過失のあった
場合には、公認会計士は株主から損害賠償請求を受けるということになっておりますので、その
訴訟関係について 5 番目に説明したいと思います。最後に、10 年間、この問題で争いましたので、
それについての私の感想を述べたいと考えております。
　事件の背景につきましては、昭和 60 年、1985 年に今でいう首脳サミットと似たような会議が
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5 ヵ国で行われました。1980 年代のアメリカは非常に物価が上昇しておりまして、当時はレーガ
ン大統領でしたが、強いアメリカを目指すということで、アメリカの経済が非常に活発化し、金
利も 2 桁の時代でした。そのために世界のお金がアメリカになだれ込んだという状況で、当然な
がら、ドルが非常に高い状況でした。ドル高を何とか抑えるために、5 ヵ国の日本でいえば大蔵
大臣、それから中央銀行の総裁がニューヨークにあるプラザホテルに集まりました。ドルに万が
一のことがあった場合には世界中の経済が混乱する。そのため、何とかドル高を修正したいとい
うことが大義名分でした。しかし、アメリカは対日貿易で 500 億ドルを超える赤字を抱えており
ましたので、アメリカのドルの引き下げ、対円との為替を変更するということが狙いでした。当
時は、今のように EUもありませんので、ドイツはマルク、フランスはフランで為替が動いてお
った状況です。
　その結果、日本は 1 年間で 240 円ぐらいの為替が 150 円まで円高になりました。1 年間で 6 割
も動き、これは輸出企業にとってはたまったものでないということで、日銀は金融を緩和するた
めに公定歩合をどんどん引き下げました。5％から約半分まで下げて、その結果、お金がジャブ
ジャブ流通するようになりました。これがバブルの始まりです。株式市場に非常に多くのお金が
流れ、土地にも流れました。ゴルフ場も新たにいくつもできました。ゴルフの会員権の価格が上
がり、絵画の価格まで上がりました。
　平成元年 12 月には、いまだにこの株価は超えておりませんが、3 万 8915 円まで上がりました。
このときの東証の時価総額は600兆を超えております。株価が徹底して上がったという状況です。
　証券会社は大口の取引先から資金を預かって運用し、集めれば集めるほど株価は高くなるし、
運用の効率も上がるという時代でした。お金を集めるときに、法律上は事前に利回りを保証する
のは違法行為という規定がありました。しかし、口約束、あるいは目標利回りを話した上でお金
を預かって運用しました。その結果、実績と約束した金額とで差額が出た場合は、差額を証券会
社が補填するということが行われていたようなのです。損失補填という取引そのものは違法では
ないという取り扱いでした。そういう法規制の不備が、この山一證券事件はじめ証券取引がらみ
のトラブルの原因になったものと思います。
　証券会社の営業の姿勢を適正化するために、平成元年 12 月末、「証券会社の営業姿勢の適正化
および証券事故の未然防止について」という通達を当時の角谷証券局長が出しました。要するに、
証券会社に対して事後の補填を慎んでほしいという趣旨の通達です。
　一方、東京都内 23 区の土地を時価評価するとアメリカ全土が買えると言われたほど、土地の
価格が上がった経済背景がありました。今度は、銀行局長が「不動産融資の総量規制」に関する
通達を平成 2 年 3 月に出しました。これは銀行が融資する場合に、通常の融資の伸び率の範囲を
不動産業界に対する融資の伸び率が超えては駄目だということです。不動産に対する融資が増え
て、土地の値段がどんどん上がっていたのを抑えるために、この通達を出しました。
　その結果、銀行が不動産業者に直接融資するという構造から、その間にノンバンクという存在
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が出てきました。○○ファイナンスとか○○信販、あるいはリース会社という、銀行ではないの
ですが、銀行と同じような融資機能をもった会社が、ノンバンクと一括りでいわれておりました。
不動産業者、あるいは当時レジャー開発とか地上げ屋とかにノンバンクが融資する。融資する際
に、銀行が架空の定期預金証書を不動産業者に渡して、その不動産業者はノンバンクに定期預
金証書を担保として渡すという事件が起きました。報道されただけでも、4 つの銀行が 1 兆 2000
億円の架空預金証書を発行していた。今では全く考えられないような金融業界の背任行為が行わ
れていた時代です。
　不動産に対する融資規制等で流れるお金が減った結果、3 万 8000 円の株価が平成 4 年 3 月に
は半分に急落しました。土地は絶対に下がらないという神話が崩れました。世の中がひっくり返
ったような状況がここで起きてきたわけです。
　損失補填がやはり元凶になっているということで、政府は、平成 3 年 10 月に証券取引法を改
正して、事後の補填も違法とする法律を作り、それを平成 4 年 1 月 1 日から実施しました。そし
て、平成 4 年には証券取引監視委員会も発足させ、証券行政が強化されました。
　振り返ってみますと、当時はあまり感じませんでしたけれども、わが国が米国のレーガン大統
領の方針に従ったということです。日本は中曽根内閣のときですが、竹下さんが大蔵大臣で、日
銀総裁は大蔵 OBの澄田さんでした。そのため、日銀が国の政策に無批判に従っていました。ア
メリカに追随したということがバブルの発端だろうと思います。バブル崩壊により、当時 13 行
ありました都市銀行は、現在 4 つのグループになっております。証券会社ももちろん破綻しまし
た。
　それから、保険会社の経営が破綻したのは平成 9 年から 13 年の間ですが、中堅の保険会社が
次から次へと潰れました。バブルの頃に高い運用利回りを保証して、例えば 10 年間の年金の保
険契約を結び、保険料を一括して払わせて、10 年たってから一定の利回りで年金で払いますと
いう年金保険を数多く売り出しました。運用の利率が低くなり、契約をした保険会社が約束した
利回りを払えない状況に陥りました。結局、保険会社は年金を払えずに倒産してしまいました。
日産生命が最初に倒産しまして、東邦、それから大正生命など、合計 7 つの保険会社が倒産しま
した。保険会社が倒産するということは、契約した保険金を減額してよその保険会社に契約を引
き継ぐということです。これが国民に対して多大な損失を与えたという流れの一端です。
　これらの事件に関連しまして、平成 10 年に金融関係の監督とか検査の業務は大蔵省から分離
されました。直接の原因は、大蔵省職員が公務員倫理規程に違反していたという件数が 100 件以
上出てきたためです。それから、大蔵省から逮捕者も出ました。贈賄や収賄などの問題が出てき
て、大蔵省に東京地方検察庁が立ち入りました。その結果、大蔵省から金融業務を分離して、金
融監督庁として総理府の外局に移しました。その後、3 年経ってから大蔵省は今の財務省になっ
ています。資料中の「大蔵省」は、現在の「金融庁」とお考え下さい。
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　損失補填の取引と監査ということにつきまして、当時の新聞には大蔵省から証券会社に対し
て、「証券会社が自主的に補填先をオープンにすることを要請」という記事がありました。しか
し、証券業界はそれを抑えたといいますか、それに応じなかったわけです。その結果、平成 3 年
7月 29日に大手 4社による損失補填内容が日本経済新聞のトップに掲載されました。日立、松下、
トヨタなどに対する 4 大証券補填先判明という記事です。年金福祉事業団も補填を受けていると
いう記事で、中身を見ますと、野村證券がどこに補填したか、いくら補填したか、そういう記事
がすっぱ抜かれたわけです。
　この記事が出てから世の中の流れが一変しました。3 万 8000 円まで行った株価が 1 万 9000 円
まで下がって、投資した人が皆損しているのに、大口の得意先だけが補填を受けていたというこ
とです。株式市場というのは皆が自己責任で投資するから適正な価格が形成されると思っていた
ものが、一部は証券会社がお客さんと約束して利益を保証していました。そんなことがあってい
いかということです。こういう記事が出て、世の中の流れが一変したというのを感じた次第です。
　この損失補填取引に対して会計士協会会長は、損失補填をするかどうかという問題は経営判断
の問題であるとしています。つまり、それがいいかどうかという判断は業務監査の問題なので、
会社の組織でいえば監査役の仕事の範疇であって、会計士監査の対象ではないということを会員
に対して連絡しました。
　会計士協会の中には証券業部会という部会がありまして、証券業に共通する会計処理や監査の
問題をいろいろ検討しています。そこでもこの問題にどう対応するかということを検討しました。
　証券会社は、銀行もそうですが、国から免許を受けてやっておるわけです。その場合には、「法
定帳簿」として帳簿の記載内容が全部法定化されておりまして、その中にお客さんの損益を把握
するという帳簿はないのです。そのために証券業部会では、これを監査するためには、実際にど
のお客さんに補填したのか、いつの取引に対して補填したのか、そういうことを会社から直接説
明を受けられなければ、監査の対象にはならないという判断をしました。かといって何もしない
わけにいかないので、代表取締役から陳述書をとることになりました。その中には、先ほどの証
券局長通達に違反するとか、法令に違反する、あるいは投資家の公平を損なうような取引はして
おりませんという内容の陳述書をとるということで対応しました。
　一方、日本証券業協会は各社の補填した手口を発表しました。そこでは、山一證券の補填は 9
割が外債の取引で相手に利益を上げているということが記載されておりました。外債の取引は、
相対取引つまり、会社とお客さんとの直接の取引です。株式の注文は全部取引所を経由しますか
ら、取引所で価格が決まります。一方、債券の取引というのは証券会社の店頭で価格が決まりま
す。そこでは、売った値段よりも高く買い戻してやって、相手に利益が出るようにして、損失を
補填することが可能です。山一證券の補填の 9 割がこの手口だったという報告が出ました。
　当時は、1 日 1 兆円にしても、年間で 250 兆から 300 兆円ほどの債券の取引がありました。さ
らには、6000 ほどの銘柄があります。これを監査するというのは大変なことなのですが、時価
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と離れた取引がないかどうかということを中心に監査しました。その結果、時価乖離取引という
のは総額いくらぐらいあります、それから乖離している金額はどのぐらいありますということが
把握でき、この取引は山一證券の損ではないかと我々は疑っていました。しかし、会社は、「い
やこれはお客さんの債券です、お客さんがこのままもって決算できないので、山一證券が買い取
っている。お客さんの決算が終わればまたこれは返します。」という説明をしていました。
　ところが、そのまま返っていれば問題ないのですが、本来返すべきものが返っていない取引が
ありました。そこだけを抽出して監査概要書に書き出し、毎決算期に大蔵省へ提出しておりまし
た。
　監査概要書に書くということは平成 4 年 3 月期から始めたのですが、平成 4 年 1 月から法律が
変わり、アブノーマルな取引はないはずだということにも拘らず、平成 4 年 3 月期の決算の段階
でこのような取引が存在するということです。さらに、大蔵省の検査、証券取引監視委員会もこ
のような取引をチェックしておりましたので、我々の監査で把握した金額を分かるようにして提
出したわけです。
　その後、この取引は平成 7 年 3 月期まで続きました。最終的に、山一證券が説明していたよう
にお客さんが全部債券を引き取って解消しました。やはり債券ですから、金利が下がれば債券の
価格は上がっていきます。それから、外債の取引はドルが高くなれば価格も上がっていくという
ことで、誰も損失を負担せずにこの取引は解消しました。時価乖離取引を把握してから解消する
まで、あるいは山一證券が破綻する直前まで、つまり、平成 4 年 3 月から 9 年 3 月までの 6 年間
の決算で山一證券が利益を上げたのは 2 期だけです。利益を上げた金額は 361 億円、損失を計上
したのは 4 期ありまして、3000 億円の損失を出しました。特に 9 年 3 月期は 1600 億円の損失を
出しました。
　世間では 4 大証券の 1 社だという認識は強かったのですが、監査人としては、業績が悪いうえ
に帳簿の中に時価と乖離した取引があったため、非常に緊張感をもって監査していました。
　平成 9 年 3 月期の多額な赤字決算があり、平成 9 年 11 月 22 日に突然営業を休止しました。そ
して、経営が破綻して、粉飾決算があるということがはっきりして、以降平成 20 年まで監査責
任を追及されました。
　一方、山一證券の代表取締役の刑事責任については、最終的に平成 13 年 10 月に東京高裁で執
行猶予の判決が出ました。取締役会長については、それ以前に東京地方裁判所で執行猶予つき
の判決が出ております。いずれにしても役員の刑事責任の問題は平成 13 年で全て終わりました。
ですから、このような問題に対する日本の経営者の責任は、非常に軽いという印象を受けました。
　山一證券が抱える損失をなぜ把握できなかったかについては、シート 9 まで進みます。この図
は、平成 10 年に第三者委員会が入りまして監査人の責任を問題にした報告書の中に描かれてい
るものです。当時の中央監査法人が監査していた山一證券グループの企業を示しております。山
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一證券は当然のことで、それから山一情報システムと山一経済研究所が、監査の対象でした。
　一方、山一エンタープライズは監査の対象ではありません。それから、エンタープライズの子
会社であるペーパー会社も我々の監査の対象から外れる仕組みになっていました。山一土地建物
と山一ファイナンスは、商法の特例法による監査の対象です。ですから、ここでは 5 社が会計士
による監査の対象会社でした。国内のグループの会社はいずれも連結対象外の会社でした。
　このような状況の中で、お客さんから買い取った有価証券を所有していた国内のペーパー 5 社
が抱えていた含み損を監査手続によってなぜ把握できなかったのでしょうか。その理由として、
1 つは監査権限が及ばないところに含み損を隠していたからです。それから、より重要なのです
が、ペーパーカンパニーにたどり着く手だてが、信託銀行作成の報告書によって遮断されていた
からです。つまり、虚偽の報告書が出されていたことになります。具体的に虚偽の内容というの
は、信託財産の構成物が貸付国債の返還請求権であるにもかかわらず、国債の現物をもっていま
すという報告書を出していたのです。信託銀行が信託財産の委託者に虚偽の報告書を出しており、
（これは通常では考えられないことです。）他にも徹底した隠蔽工作がなされていたことが、監査
人がたどり着けなかった原因です。
　シート 10、11、12 の 3 つの表は、山一證券の信託銀行を使った隠蔽工作の内容がどのように
してなされていたかというのを裁判長に理解してもらうために提出した書類です。シート 10（そ
の 1）は、隠蔽工作の全体を書いております。真ん中の山一エンタープライズという会社、その
上のほうにはペーパー会社が 5 つありました。それで、一番下に監査人がおりまして、監査人は
監査手続として信託銀行に対して残高確認をして、信託財産の残高をチェックして、回答書をも
らって監査をしていました。それから、信託銀行は信託財産の運用状況報告書を山一證券に毎期、
毎月のように提出しています。それが山一證券を通して監査の対象になっておりましたという資
料です。
　それから、エンタープライズから出ている点線は、エンタープライズからペーパー会社に対し
て国債を貸し付けていることを示しています。その国債は、点線で示したとおり山一證券に売却
されています。
　次のシート 11（その 2）は、バツ印のついているところは隠蔽工作がなされていたところです。
運用状況報告書は中身が正確ではなく、虚偽の内容でした。それから、山一エンタープライズの
決算書にも虚偽がありました。
　さらにシート 12（その 3）は、その結果、監査人が置かれていた状況を示しております。監査
できる範囲からは、山一エンタープライズにつながる資料が全て切断されていました。スライド
上は図だけですが、法廷ではそれぞれの図の内容について細かく説明文をつけて裁判官に提出し
ております。
　つまり、ここで隠蔽の中心になったのは、信託銀行による特定金銭信託（特金）です。特金は、
財産を信託銀行に委託する場合に運用方法を委託者が特定できる金銭信託です。つまり、山一證
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券は 1600 億円のお金を出して信託銀行に国債を買うように指示しました。そして信託銀行は国
債を買いました。その買った国債を、エンタープライズを通してペーパー会社に貸し付けたわけ
です。貸し付けた国債をペーパー会社が山一證券に売ってお金をつくっていたという構図でした。
運用状況報告書にバツがついているのは、信託銀行は国債を貸し付けて、将来、返してもらう権
利だけをもっているにもかかわらず、国債の現物をもっているという報告書を山一證券に出して
いたことを示しています。それを我々は提示を受けて、特金勘定の実在性や評価の妥当性を監査
しておりました。このために、会計士が監査手続によって実態までたどり着けなかった。ここが
山一證券の隠蔽の中心になった部分です。
　この構図の構築に関与した山一の役員に、裁判中に弁護士事務所に一緒に来ていただいて、当
時の状況を説明してもらいました。説明した内容を文書化して裁判所に提出しました。その中か
ら、抜粋した部分を説明いたします。
　『仮に信託銀行が作成する運用状況報告書から取引が発覚するかもしれないという不安があれ
ば、このスキームはもうやらなかった』と言っています。『現に、私自身、「貸付債券残高明細表」
や「貸付債券取引明細表」等の国債が貸し付けられているという資料は一切見たことがありませ
んでした』。
　それから、このスキームを作ってからは、『外に漏れないように徹底した隠蔽工作を実施して
いました。監査人には強制調査権はありませんが、大蔵省はもっていますから、当初から、その
強制調査権をもつ最も厳しい大蔵検査にも耐えられるように、契約書関係の作成から管理方法ま
で全てを綿密に行っていました。引き取った後は、現場に監査人へ提出する資料と提出しない資
料をきちんと分けて対策を考えていました。大蔵検査や会計士監査への対応として、特定金銭信
託について聞かれた場合には、必ず納得させるための材料として、「自己資本規制比率」に関す
る説明を準備していました。実際に、会計士監査では特金の維持理由を尋ねられて、この説明を
行っています。この説明は一面の真実であり、巧妙であったと思います』。
　これはどういうことかと申しますと、私も監査をしていて、特金の運用利回りは非常に低いの
にどうしてこれを続けているのかと質問しました。そのときに出てきたのが、「自己資本規制比率」
でした。この比率は分子が証券会社の自己資本で、分母が 3 つのリスクです。マーケットリスク
は、商品有価証券を細かく、株式なら何％、国債なら何％というリスクの計算をします。それか
ら、顧客リスク、証券会社の固定費である基礎的リスクが加わります。分母が小さいほど「自己
資本規制比率」が良いということになります。そのために、特金勘定で国債をもつと全て預金と
見なされて、リスクがゼロとして扱われます。有価証券勘定の中で国債をもつと、国債に対して
何％かのリスクが計算されますから、分母が大きくなってしまいます。特金勘定でもっているこ
とによって「自己資本規制比率」が何％改善されているのですという資料をもらっておりました
ので、裁判ではこの監査調書を証拠として出しました。会社が社運をかけて隠蔽工作をするとい
うことは、ここまでやるのだなということを後から実感した次第です。
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　次に、「監査責任を追及する関係者への対応」に移ります。一度こういう事件に巻き込まれま
すと、様々なところから監査責任を追及されます。第 1 点は、大蔵省金融企画局から、これは
公認会計士法に基づく虚偽証明があったのではないかという審査です。この営業休止が平成 9 年
11 月ですが、ちょうど 1 年ぐらいたってから審査の通知が来ました。平成 10 年 11 月 19 日から
開始しました。最終的な面談を受けたのが翌年の 6月 28 日でした。6月 28 日に最終面談を受け、
6 月 30 日に最終の回答書を提出して終わりました。
　6 月 28 日に面談を受けたときには、1 年間近く調査した担当官から、山一證券の監査は実によ
くやっていたという評価を受けました。こういう報告書を省内に上げますということで終わりま
した。ただ、大蔵省は、虚偽証明の場合には社会に発表しますけれども、虚偽証明に該当しない
場合には一切発表しません。そのため、いつ終わったのかは我々は一切知らされないという状況
で終わりました。
　それから、第三者委員会です。東京都知事も第三者という機関を使っていますが、山一證券の
場合も、役員の責任をどこまで追及するかということを社内ではなかなか決められませんでした。
そのために第三者委員会に頼みました。これは弁護士 3 名、公認会計士 1 名、合計 4 名で構成さ
れました。この第三者委員会が役員の責任に関する報告書を山一證券に提出しました。山一證券
は第三者委員会の報告書を全てオープンにし、報道陣にも配りました。
　その後に、監査人の責任についても第三者委員会は山一證券に報告書を出しました。これが平
成 10 年 10 月です。かなり早い段階で出ました。その報告書が出た段階で、監査人は債務隠しの
拠点を全く調べていないという新聞報道がされました。これを読んだ人は恐らく、監査人は何を
やっていたのだろうかという印象が残ったと思います。
　しかし、第三者委員会は、山一が信託銀行を取り込んだ隠蔽工作をしているということは一切
知りませんでした。だから、こうやったら分かったはずだという報告書になっており、それが分
からなかったから監査人には責任があるという報告でした。実際に、例えばエンタープライズに
行っても、債券が借り入れられているとか、貸し付けられているという記帳はエンタープライズ
では一切行っていない。だから、何を見ても分からないようにできていたのに、これは分かった
はずだという報告書を出しました。しかも、監査調書は一枚も見ていませんでした。これが山一
の第三者委員会でした。
　山一證券の社長は、監査法人を追及するようにお願いしたつもりはないという新聞記事も出ま
した。もともと組織ぐるみで監査人をだましていた会社が、監査人の責任を検討して欲しいと言
うはずがありません。しかし、一度こういう報告書が出た後は、マスコミ報道は非常に過熱しま
して、毎日のように監査責任が問題にされて、経済誌であるとか経済新聞などに連日のように報
道されました。
　しかも、山一證券は監査人に関する責任の報告書を外部には発表していないのですが、読売新
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聞社が発行した、『会社がなぜ消滅したか』という本の付録に第三者委員会の報告がすべて掲載
されました。どういう経緯で出たのか分かりません。その本を読んで我々を訴えてきた株主代理
人である大阪の弁護士は、監査人の有責性の根拠を法廷で主張しましたが、それらは全部否定さ
れました。間違っているということです。従いまして、山一證券の第三者委員会の報告書は、破
産管財人もこれを使って主張しましたが、株主訴訟の代理人を含め全て彼らの判断を誤らせる結
果になりました。
　会計士協会は平成 25 年 5 月に、このような不適切な会計処理に係る第三者委員会への対応に
公認会計士が関与する場合には、とにかく原因の内容を精査するという範囲にとどめた方がいい
という趣旨の意見を発表しております。
　それから、公認会計士協会から、山一證券の監査が会員の規律規則に違反しているのではない
かということで、会則に基づいて調査を受けました。山一事件は非常に複雑だったと見えまして、
調査期間が数年に及びましたが「綱紀委員会」では規律規則に違反する状況はないという結論を
出しました。しかし、協会の理事会は、その綱紀委員会の結論を受理しないことになりました。
不受理は初めてだと聞いています。そのために、綱紀委員会ではなくて、「綱紀審査会」という
協会の外部の機関でもう 1 年間審査を受けることになりました。その結果は、綱紀委員会と同じ
ように、規律規則に違反する事実はないということで終わりました。
　次に、破産管財人から 60 億円の損害賠償請求を受けました。60 億円というのは、平成 9 年 3
月期に山一證券は配当を出した 59 億何千万円に基づいています。もし監査人がきちんと監査し
ていたらその金額を配当しなかっただろう、という理屈です。あとは監査報酬を返還するように
ということで、総額 60 億円を訴えてきました。その管財人が記者会見でなぜ訴えたかという説
明の中に、監査人の任務懈怠がある、つまり、一度も特金の中身の実査を行わずに信託銀行の残
高確認書だけで実資産に裏づけられた資産であるとして粉飾経理を見逃したことを理由に挙げて
いました。
　もともとこの国債は、券面のない登録債です。ですから、信託銀行に行って実査しなさいなん
ていう発想はあり得ません。しかも、監査人としては、山一のすべての取引銀行、百三十何行か
ら、毎期、残高確認書をとっており、残高を銀行から直接確認書で確かめていました。監査論上
はこれ以上強い証拠はないと言われています。
　しかし、弁護士、法律家はそうは見ず、残高確認書だけで終わっていたと見ました。監査人か
らすると、銀行の残高を確認するのに銀行から確認書をとった上で、それ以上何をやるのですか、
と考えていました。だから、この弁護士と戦っても負けることはないだろうと思っておりました
が、結局この訴訟は和解になりました。和解した理由は、裁判を 4 年やり続けたからです。平成
11 年 12 月に訴えられて、15 年 11 月まで 22 回、東京地裁に通いました。4 年間ですけれども、
この間に裁判官が 3 回替わっているのです。裁判官は 3 人おりますけれども、替わるときには全
員が替わってしまうのです。ですから、我々としては、裁判官が替わるごとにまた説明しなけれ
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ばならないという作業に追われました。裁判官は引き継ぎがないそうです。それぞれが独立して
判断する。厄介な仕組みでした。
　それで、和解金として 1 億 6600 万円支払いました。もし和解した場合には和解金は保険の対
象になるのかどうかを保険会社に事前に確かめたところ、対象になるということだったので、事
務所からは、それで和解してくれと言われまして、和解しました。と言うのも、弁護士と 4 年間
で129回打ち合わせをしました。夜の6時ぐらいから始まって、11時ぐらいまでやりました。また、
その打ち合わせのための資料もつくる。これは監査人にとっては大変な負担でした。まともに仕
事ができないにも関わらず、裁判資料の作成に要する費用は全て損害賠償請求保険の対象外でし
た。
　アメリカの訴訟では裁判長は原告と被告を同じ席に並べて、この案件については裁判官はこう
考えるから和解がいいと思うという勧め方をされるそうです。しかし、我々の場合はそうではな
くて、原告に和解を勧める場合には、我々は席を外して、終われば入れ替わって和解勧告を受け
ます。そのときに、裁判官は「この事件は山一證券が訴えたとすれば訴訟にはならない。ただ、
これは管財人が訴えたのだ。」そういう言い方をされました。「それでも 90％は問題ないと思う。
ただ、100％監査人が問題ないかといえば、そうではないようにも思う」という趣旨のことを言
われました。
　60 億円の 10％は 6 億円になります。ですから、非常に抵抗がありましたけれども、最終的に
は和解金 1 億 6600 万円で和解しました。これは、5 年間の監査報酬です。5 年間の監査報酬を管
財業務に返してほしいと勧められて、和解しました。
　私は、管財人に対して何ら損害を与えていないのに、どうして管財人が訴えることが出来るの
だろうかという疑問をいつももちながら法廷に通いました。この事件には間に合いませんでした
が、同志社大学の川口先生が、「粉飾決算会社による監査法人に対する責任追及の可否」という
研究論文を商事法務に発表しております。その中で、米国では会社と管財人は同一人格であり、
管財人が原告としての適格を欠く、という判例がその論文の中に出ております。その中には、大
株主も適格を欠くと書かれておりました。こういうろくでもない経営者を選んだ大株主には、同
じ責任がありますよということです。少数株主は訴えて良いということが述べられていました。
　株主からも訴訟を受けました。6 件、合計で 4 億の損害賠償請求訴訟を受けて、監査に過失が
ないことを最初に認定されたのは平成 17 年で、大阪第 7 民事部です。この原告は、国をも訴え
ました。証券行政に問題があったので、こういう問題が発生したと主張しました。第 7 民事部は
国が訴えられたときの取り扱い部署です。我々も一緒にそこで訴訟となりました。山一證券の役
員も一緒でした。ただ、役員はすぐ和解しましたので、最後まで判決を受けたのは国と我々だけ
でした。
　最も長引いたのが、オンブズマンによる株主訴訟です。これは 10 年間やりました。経緯はシ
ート 19 に書いたとおりです。最高裁まで行きました。監査人が直接この裁判に関与するのは大
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阪高等裁判所までです。最高裁では原告と裁判所のやりとりで、我々は結果だけ受けました。大
阪におけるこの 2 つの裁判は、いずれも株主の損害額の審議に入らずに判決日が決められたので、
その時点で監査人の責任はないと確信できました。
　それから、東京地裁では監査内容に入る前に株主の請求が棄却され、終わっております。
　株主訴訟では 10 年間を費やしましたが、全ての訴訟で勝訴しました。負担した費用は一円も
回収できません。しかし、監査人の責任を追及する報道が多い中で、裁判官が適切な判断をして
いただいたということで、感謝の念が強かったです。
　次に、シート 20 では、損害賠償請求訴訟において監査人が主張した内容をご説明申し上げます。
常に職業的な専門家として正当な注意を払って監査することは我々監査人に義務づけられており
ます。それを説明するため、弁護士の勧めもありまして、公認会計士監査制度を裁判官に理解し
てもらうことが第一と考えました。それを念頭に置いて、184 ページに及びましたけれども、私
が陳述書を書き、証拠として提出しました（シート 20）。
　1 つは、「監査基準設定の理由」です。監査基準は昭和 20 年代のなかばに設定されましたが、
そこにはなぜ監査基準が必要かということが書いてあります。全てを監査人の責任にするのであ
れば、監査基準は必要ないということです。つまり、逆にいえば、監査人の責任は必ず限定され
ること、それが監査基準設定の理由であると書いてあります。
　次に、我々にとっては常識ですが、「二重責任の原則」についてです。決算書をつくった人の
責任と監査人の責任は違います、ということです。新聞報道では、ここの部分が整理されていま
せん。そのため、粉飾決算があると監査人が悪いという発想に残念ながらつながってしまうので
す。
　それから、「財務諸表監査の目的」です。これは裁判中に平成 14 年の監査基準の改定が行われ
まして、平成 13 年の夏頃までに公開草案に対する意見を聴取していました。そのときに公認会
計士協会から、「いくら不正の摘発が大事であっても、不正の摘発そのものは監査の主目的では
ない」という意見が出されました。それを証拠として提出し、最終的に証拠として採用されました。
　監査には「固有の限界」があります。まず試査であること、そして常に事後的に行われること
で、監査には限界があるということも訴えました。
　監査責任をめぐるアメリカの判例の中に「市場の詐欺理論」というのがあります。監査人が損
害賠償請求を受けるかどうかに関するアメリカの判例です。
　また、「監査契約や監査約款」には、監査会社が監査人に協力する義務があるとうたわれてい
ます。今回は、それに明らかに違反していました。
　さらに、「監査妨害行為の存在」があります。先ほど山一證券の役員の刑事責任が平成 13 年に
完結したと説明しました。その後は、その刑事責任でどのような証拠があり、どのような陳述を
山一の役員が行ったかなど、それらの記録を全部コピーで手に入れました。関係者のみそれらを
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見られるということで、特金契約の締結の際に山一の役員が信託銀行に頼みに行ったという陳述
もありました。それから、会計士監査を対象にした対策資料も出てきました。それらを具体的な
隠蔽工作を裏付ける証拠として提出できました。
　それから、会計士協会が出した「違法行為」という委員会報告があります。その中では、行政
機関の特別調査などの重要な指摘がある場合には違法行為の可能性があるから注意しなさいとい
う報告なのです。これを山一事件に当てはめますと、損失補填であるとか飛ばしに関して、大蔵
省や監視委員会は調査するたびに問題ないという通知書を山一證券に出していました。我々が山
一證券から、そういうものを見せられて、「大蔵省が検査しても何も問題ないのにどうしてそこ
までやるのですか」と言われたこともあります。
　それから、当たり前のことですが、監査契約の当事者の監査人さえ、山一證券に対して強制調
査権はないのです。勝手に経理部長の机の引き出しから書類を取り出すということは一切できな
いです。あくまでも、会社に頼んで監査というのはするのです。だから、都合の悪い資料を出さ
れなければ、あるということさえ気がつかないというケースもあります。
　また、監査は、税務調査とは違いますので、取引の相手先を調査する権限もありません。かな
り限られた範囲で会計士の監査制度は成り立っているということを裁判官に理解してもらうよう
資料を作成した次第です。
　この監査が問題になったのは、平成 3 年から 4 年前後の監査が問題になりました。しかし、監
査責任を追及されるのはその 10 年以上も後になるのです。ですから、責任追及する時点のほう
が不正摘発ということに対する規制がかなり強くなっています。そういう状況のもとで、これま
で述べたような主張を重ねて、経営者による組織的な隠蔽工作や第三者作成の資料まで事実に反
した状況では、監査基準に準拠した監査を実施しても、不正にたどり着くことが難しいと裁判官
に伝えて、その結果、過失がないという結論に至りました。
　事件発覚後、なぜ不正を発見できなかったかを念頭に置いて監査調書を見直しました。私は昭
和 38 年から山一の監査に従事しまして、昭和 39 年に東京オリンピックがありました。新幹線が
開通して、東名高速道路もできました。しかし、オリンピックの翌年は開催国の景気がだめに
なると言われるように、日本も昭和 40 年に証券不況が起きました。昭和 39 年の当時、山一證券
は 9 月決算でした。昭和 39 年 9 月期の山一證券の監査報告書には限定意見がついているのです。
それは、グループの会社に対する債権に対して、貸倒引当金が少ないという限定意見です。その
経験がありますので、特に証券会社は事業会社と違って含み益を持ちにくい業種なのです。その
ため、景気がいいときは業績がいいのですが、抵抗力はほとんどないという業種です。それだけ
に、かなり注意して監査計画をつくってきたはずなのですが、それでも見つけられませんでした。
どうしてなのだろうかということで、全部調書を見直しました。
　裁判の中では、相手が損害賠償を請求する場合には、監査や財務諸表のどの項目が虚偽であっ
たか、これを特定して、そこの監査が十分ではないということを立証しなければなりません。山
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一證券のようなお客さんの損失をペーパー会社が引き取っていたということは、財務諸表のどこ
に瑕疵があったか、それを説明するほうも難しい。色々な見方もできます。しかし、裁判で結局
問題になったのは、特金勘定の監査、および顧客との取引の監査の 2 点に最後は絞られました。
いかにして裁判官に、監査人の義務となる監査手続は何かを伝えることを常に頭に置きました。
当時はまだ「監査実施準則」がありましたので、「監査要点」に基づいてどういう手続を実施したか、
全ての調書を出して、1 枚ずつ説明をつけて提出しました。
　その結果、10 年かかりましたオンブズマン訴訟で証拠として取り上げられた監査調書は、47
件です。
　監査計画書は各事業年度のものは全て証拠として採用されております。この頃は全て手書きの
監査調書です。各年度ごとに、当期はどういうことに留意して監査しなければならないかを具体
的に書いて監査を実施しました。そのほか、ここに書きましたような各項目、特に、山一證券が
信託銀行に特金を設定したときの調書である社内の稟議書は社長まで決裁していました。どうい
う理由で特金を設定するか、1000 億円を超す特金を設定したときの稟議書のコピーが調書とし
て残っておりました。これは非常に役に立ちました。銀行の確認書であるとか、証券業部会が決
めた陳述書、こういうものが全て証拠として採用されました。
　それから、問題が発覚した最初の時期である平成3年9月に、当時の大蔵省は証券会社に対して、
お客さんの運用損益が証券会社に帰属しないように、お客さんに対して投資顧問会社をつけさせ
ることを指導をしていました。もし投資顧問会社をつけなければ、お客さんから「確認書」をと
れというものでした。これは自己責任で損失は全て負担するという「確認書」です。そして、そ
の結果を定期的に大蔵省に報告しなさいという取り扱いを出してました。それを受けて、監査時
に顧客の運用損益の帰属の判断に際し「質問書」を交付し、回答書および山一證券が「大蔵省へ
提出した報告書のコピー」を受取りました。我々はこれに基づいて、お客さんの損は山一には帰
属しないと判断したということを裁判官に対して説明できました。
　裁判官は結論を出す前に、調査嘱託を行ないました。これは特金口座に関して、山一證券に送
付していた「運用状況報告書」の記載から、国債の貸付債券残高が存在することを読み取れるか
という質問書です。信託銀行 2 行からは、これでは残高があるということは読めないという返事
が来ました。その結果、判決文の中には、「貸債が行われていることを監査人が予見するのは不
可能」ということと、信託銀行作成の運用状況報告書に殊更に実態と異なる運用状況が記載され
ており、こういう状態を監査人は通常、判断・想定できないため、監査人に責任はないというこ
とになりました。
　それから、営業特金、すなわちお客さんの資金を運用する取引に関しては、大手の証券会社の
ほかに、当時は中堅の証券会社も損失補填をしておりましたので、合計 7 社に対して裁判所が質
問書を出しました。監査で問題になったのは、お客さんの損益が帳簿に記載されていないとして
も、何か資料があったのではないか、もし資料があったとすれば、それは監査が可能だったかど
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うか、ということでした。最後はそういう議論になりまして、補填したことを報道された証券会
社 7 社に対して質問書を出し、回答をもらいました。
　その結果は、やはり監査可能な資料はない。もし存在しても、お客さんの損益を会計監査人に
提示することはあり得ない、という返事も返ってきました。それを受けて、顧客の損益状況を山
一證券が把握する資料は当時存在しなかったこと、そして、もともとお客さんの損益が山一の損
益に結びつくことは原則としてないことを回答しました。
　そして、オンブズマン訴訟の判決では、この 2 件のほかにも、「監査計画」、「監査体制」、「現
先取引」、「関連当事者取引」、「海外現地法人」の監査に対して裁判官の判断を逐一示した上で、
監査には過失がないという判決になっております。
　最後に、こういう経験を通して私が感じたのは、裁判が始まる際に弁護士から、どんな裁判で
も 100％過失がないことが認められることは難しいと聞いていたけれども、監査責任に関しては、
監査調書が充実しておれば立証するのは難しくないということです。監査調書はまさに強力な武
器です。監査人にとっての財産です。
　2 番目に、勝訴するためには最後まで絶対諦めないということです。これを強く感じた次第で
す。精神的にも最初の 5、6 年はかなりきつい状況がありました。その間、非常に誤ったマスコ
ミ報道が氾濫していました。その記事を裁判官も読んでいるのだろうなと思いながら裁判に対応
していました。
　それから、自らの主張を述べる準備書面は監査責任者が自分でつくるべきだということです。
弁護士にこれを任せますと、彼らは法律の専門家ですけれども、監査の専門家ではありませんか
ら、思った方向には行かないのではないかと思います。
　また、監査の実施から何年も経ってから監査責任が問題にされます。第二次試験を受かって、
実務補修所に入った頃に、監査調書というのは遺書、遺言と一緒だと教えられました。この書類
が必要になるときにはそれを書いた人はいないのが普通なので、誰が見てもよく分かるように監
査調書は残さなければ駄目だと言われたのを思い出しました。実際にそうでした。皆で分担した
監査調書を見て、これは何をしたのだろうかというのが結構ありますが、そういう調書ではなく
て、他の人が分かるように書かなければ駄目だということです。
　最後は、損害賠償請求を受けた立場から会計士協会に対する期待です。会員に対して監査のレ
ベルを上げるような指導よりも、監査制度をきちんと維持することに重点を置いてほしいと感じ
ます。特に損害賠償請求訴訟の勝ち負けの、実態を調査して、監査人が勝った場合には弁護士費
用を原告に請求できるような仕組みが確立すれば、会計士は最後まで戦えるわけです。司法改革
が問題になったときに、敗訴者負担制度が検討されまして、これが実現すればいいなと思って期
待しましたけれども、結局そこは取り上げられませんでした。
　それから、監査法人を定年退職した後に、非常勤の社外監査役として勤めましたけれども、そ
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こで感じたのは、非常勤の社外監査役でも会社の経営に関して得られる情報というのは桁違いに
多いということです。監査人の会計士が得られる情報よりもはるかに多いので、できることなら
ば会計士が社外監査役の一員として入って、監査役会と監査人の協同作業によって、不正を防止
することが必要ではないかと考えました。
　特に山一證券の場合には、第三者を利用した監査妨害行為の実態がありました。このような実
態を積極的に外部に発表して、監査責任を一方的に追及される現在の風潮から監査人を守ること
も必要ではないかと思います。
　今日は信託銀行の名前を明かにしませんでしたが、判決文にはもちろん書いてあります。しか
し、どこの信託銀行が隠蔽工作に協力したか、どこの金融機関が隠蔽工作に荷担したか、という
のは一切報道されておりません。
　また、川口先生の論文のように、監査責任に関する海外の裁判事例を法律学者とともに共同研
究し、管財人からの訴訟を除外することを法制化するのは難しいと思いますが、是非そういう方
向も必要ではないでしょうか。
　最後に、証券取引所の粉飾決算に対する上場廃止基準の厳格な適用が望まれます。IHI から始
まって、オリンパス、そして東芝、これだけ粉飾決算して資金調達していながら上場が廃止にな
らない制度はおかしいです。不正をする経営者を断罪するような仕組みがなければ、監査人の監
査の管理の仕方に屋上屋を重ねても粉飾決算の防止には何ら効果がないと思います。その意味で、
取引所に対して上場廃止基準をしっかりやってほしいということを、会計士協会は取り上げるべ
きではないかと思います。
　東芝が調査委員会を設定して決算を見直しますと去年の 5 月に発表すると、たった 1 日で時価
が 1000 億円下がりました。これだけ株主が損をしています。今、さらに株価は下落しています
から、その何倍も損しています。根本から正すためには、そのような会社を上場廃止にして、西
武鉄道のようにもう一回出直させる仕組みをつくらなければ、監査制度をいくら強化しても直ら
ないだろうな、という感じがします。
　長時間にわたりご清聴いただきまして感謝しております。どうもありがとうございました。
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シート 1
シート 2
山一監査責任を巡る
10年を振り返って
公認会計士 伊藤醇
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1 事件の背景
（1）昭和60年9月「プラザ合意」に端を発した狂乱物価現象
ドル安（円高・マルク高）誘導の合意
年間6割の円高、公定歩合5%から、2.5%へ、金融緩和
株式・土地・ゴルフ会員権・絵画などの価格が急上昇
（2）株価の高騰・元年12月38,915円まで急上昇
（3）損失補填（利益供与）取引に対する法規制の不備が露呈
「事前の保証は違法・事後の補填は違法ではない」
「証券会社の営業姿勢の適正化及び証券事故の未然防
止について」（平成元年12月証券局通達）
3
（4）地価抑制目的の「不動産融資の総量規制」（平成2年3月
銀行局長通達）、平成3年7月から9月「架空定期預金証書」
事件の発覚（4行・1兆2千億円超）
（5）平成4年3月31日19,346円、株価急落・土地神話の崩壊
（6）平成3年10月証取法を改正し「事後の補填」も違法
同 4年 1月1日より改正法を施行
（7）同年7月強制調査権を付与した証券取引等監視委員会発足
（8）政策の失敗により多くの銀行・証券・保険会社の経営破綻
4
1 事件の背景
シート 3
シート 4
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2 損失補填取引と監査
（1）平成3年7月29日大手4社による補填内容が日本経済新聞
スクープ報道―補填先187件・補填額1,664億円
日本中が「財テク」にのめり込んでいた実態が報道
（2）協会会長は、「損失補填取引」に係る監査が業務監査の問
題との見解を会員に伝達
（3）協会証券業部会は、対応を検討した結果、顧客の売買損益
が証券会社の会計帳簿（法定帳簿）に記載されないため、
どの顧客のいつの取引か、いくら負担するのか、誰が承認
するのかに関し、会社から説明がなければ、実態の把握が
困難と認識し、代表取締役より「陳述書を入手する」ことを部
会員へ通知
5
（4）日本証券業協会は、補填の手口を発表、山一補填の
9割が外債の売買取引（売付単価以上で買取る）による
ことが判明
（5）当時の年間債券売買高250～300兆円・銘柄数6,000余り、
監査計画書では外債取引を重点的に監査することを指
示・実施
（6）その結果、多額な時価と乖離した取引を把握したので、
「時価乖離取引高の総額」「乖離金額」「この取引は顧客
に帰属すると回答」していることを平成4年3月期以降、
「監査概要書」に記載して大蔵省へ提出
6
2 損失補填取引と監査
シート 5
シート 6
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（7）その後、平成7年3月期までの監査において対象となった外
債を顧客が引取って解消したことを確かめた
（山一の4年3月期から9年3月期までの6期間の決算内容
利益計上2期・361億円、損失計上4期・3,150億円
特に、9年3月期は、1,647億円の赤字決算）
（8）平成9年11月22日、営業休止を発表・金融危機の顕在化
経営破綻、粉飾決算が明らかになり、以後、監査責任の追
及が平成20年まで続く
（9）代表取締役（会長・社長）の刑事責任は、平成13年10月東
京高裁にて「執行猶予」付判決にて終結
7
2 損失補填取引と監査
3 山一が抱える損失を
何故把握できなかったか
（1）監査権限の及ばないPCに含み損を隠したこと
（2）PCに辿り着く手立てが信託銀行作成の報告書によって遮断
信託銀行2行は、信託財産の構成物が貸付国債の返還請求権で
あるにも拘らず、国債を所有していると報告
この報告書を使って特金勘定「残高の実在性」、「評価の妥当性」
を検証―信託制度が本来の機能を喪失していた
（3）その他にも徹底した隠蔽工作（監査妨害）がなされたこと
—取締役に対する刑事事件記録の閲覧によって判明
1. 法廷で主張（提出）した「隠蔽の構図」は、次ページからの通り
国内に設立したPC 5社が抱えていた含み損を監査手続によって
把握できなかった理由—損害賠償請求訴訟の争点となった
8
シート 7
シート 8
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簿外債務の流れ
出所：「債務隠し”拠点”調べず 『山一』責任判定委が最終報告」(平成10年11月23日)『読売新聞』
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ペーパー
カンパニー
山一エンタープライズ
山一エンター
決算書
山 一 證 券
監査人
山一土地建物
現先市場
山一證券の隠蔽の構図 (その1)
残高確認・
同回答書受領
債券の流れ
資金の流れ
決算書・運用状況報告書
監査対象・監査手続
現先取引の期日が到来すれば、
期日には債券と資金の流れが
図の流れとは全く反対の流れになる
運用状況報告書 運用状況報告書
信託銀行 信託銀行
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残高確認・
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シート９
シート 10
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ペーパー
カンパニー
山一エンタープライズ
運用状況報告書
山一エンター
決算書
運用状況報告書
信託銀行 信託銀行
山 一 證 券
監査人
山一土地建物
現先市場
山一證券の隠蔽の構図 (その２)
残高確認・
同回答書受領
債券の流れ
資金の流れ
決算書・運用状況報告書
監査対象・監査手続
実行した主な隠蔽工作を図示
11
現先取引の期日が到来すれば、
期日には債券と資金の流れが
図の流れとは全く反対の流れになる
残高確認・
同回答書受領
ペーパー
カンパニー
山一エンタープライズ
山一エンター
決算書
山 一 證 券
監査人
山一土地建物
現先市場
山一證券の隠蔽の構図 (その３)
残高確認・
同回答書受領
隠蔽工作の結果、監査法人の監査可能な範囲
(隠蔽された部分を削除した構図)
12
運用状況報告書
(有価証券貸付料) 運用状況報告書
信託銀行 信託銀行
残高確認・
同回答書受領
シート 11
シート 12
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（２）その他にも徹底した隠蔽工作（監査妨害）がなされたこと
2. さらに、構築に関与した役員から「陳述書」を入手して証
拠として提出—以下はその抜粋
「仮に、信託銀行が作成する運用状況報告書から取引が発覚する
かもしれないという不安があればこのスキームは最初から実行され
ていません。そのため、山一と信託銀行との間で貸債の取引が分
かる書面はそもそも作成しないという合意ができていたと思います。
現に、私自身、「貸付債券残高明細表」、「貸付債券取引明細表」等
の国債が貸し付けられていることを示す資料を社内で見たことは一
切ありません」
13
3 山一が抱える損失を
何故把握できなかったか
「本件スキームについては外に漏れないように徹底した隠蔽工作を準備して
いました。この準備は、当初から強制調査権を持つ最も厳しい大蔵検査にも
耐えられるように、契約関係書類の作り方、管理の方法等全ての面で綿密に
行っていました」
「引き取った後は、率直に申し上げて、現場で、監査人に提出する資料と提出
しない資料とに担当者が仕分けして、会計士監査対策を徹底して行っていたと
理解しております」
「大蔵検査・会計士監査への対応として、特金（特定金銭信託）について聞か
れた場合に必ず納得させるための材料として「自己資本規制比率」に関する説
明を準備していました。実際、公認会計士監査では特金の維持理由を尋ねら
れた際に、この説明を行っています。この説明は一面の真実であり、巧妙で
あったと思います」
社運を賭して隠蔽工作を行う者の思慮深さが伺える陳述
14
3 山一が抱える損失を
何故把握できなかったか
シート 13
シート 14
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4 監査責任を追及する関係者への対応
• 役員の責任に関する調査を依頼された第三者委員会（弁護士
3名、公認会計士1名）は、監査人の責任に関しても有責性の
報告書を提出（平成10年10月）
• 信託銀行を取り込んだ隠蔽工作の存在を知らず、かつ、監査
調書を一枚も見ずに作成した報告書
• この報告書に対し、社長は、「監査法人を追及するようにお願
いしたつもりはない」と発言したことが報道（組織ぐるみで行っ
た隠蔽工作の当事者が監査責任の追及を依頼する筈がな
い）
15
（1）大蔵省金融企画局 公認会計士法に基づく「虚偽証明」
の有無に関する調査
（2）第三者委員会（法的責任判定委員会）
• 然し、監査責任追及のマスコミ報道が過熱し訴訟事件へ
• 報告書の有責性の根拠部分は、悉く裁判官によって否定
• 破産管財人・株主訴訟代理人の判断をも誤らせることになった
• 協会は、平成25年5月17日「不適切な会計処理に係る第三者
委員会への対応について」を発表
（3）公認会計士協会 協会会則に基づく調査
（4）破産管財人による60億円余の損害賠償請求訴訟
• 管財人は、必要な監査調書を謄写したにも拘らず、プレスリ
リースに見られる不可解な主張
「一度も特金の中身の実査を行わず、信託銀行の残高確認書だけで
実資産に裏付けられた資産であるとして～～～粉飾経理を見逃した」
16
4 監査責任を追及する関係者への対応
シート 15
シート 16
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• 4年足らずの訴訟期間に3人目裁判長の「職権による和解
勧告」を受け入れ、和解金166百万円を負担して終結
• 4年間（平成11年12月14日提訴、15年11月19日終結）に22
回の法廷、弁護士打合せ129回、打合せのための資料作り
に多大な時間を費やし、損害賠償保険対象外のコスト負担
が膨大
• 「和解勧告」の場面で記憶に残る裁判官の発言
「この事件は、山一が訴えたのであれば、訴訟には成り得
ないが、管財人が訴えたのである。それでも、90%は否定で
きるが、100%問題がないとはいえない」という趣旨の発言
17
4 監査責任を追及する関係者への対応
• 管財人に損害を与えていないのに、何故、監査人に損害賠償
請求できるのか疑問を持ち続けた
この訴訟事件には間に合わなかったが、
（5）株主による6件・4億円余の損害賠償請求訴訟
• 監査に過失のないことを認めた最初の判決（請求額106百万円）
大阪地裁（第7民事部）平成17年2月24日
同志社大学川口泰弘教授の「粉飾決算会社による監査法人に対す
る責任追及の可否」と題する研究論文によって、米国では会社と管
財人は同一人格であり、したがって、管財人が原告としての適格を欠
くとの判例の紹介に接し納得が得られた（商事法務 2012.1.25掲載）。
18
4 監査責任を追及する関係者への対応
シート 17
シート 18
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•最も長引いたオンブズマン訴訟（大阪地裁第3民事部）
提訴 平成10年3月～8月（3件・請求額327百万円）
大阪地裁判決 同18年3月20日
大阪高裁判決 同19年5月25日
最高裁判決 同20年9月16日
•大阪における両裁判とも「損害額」の審議に入らずに判決日
が決められ、その時点で勝訴を確信
•東京地裁における2件は、監査内容に入る前に請求が棄却
株主訴訟では10年を費やしたが全て勝訴判決を得て終結
（負担した費用は1円も回復できないが、裁判官へ感謝の念）
19
4 監査責任を追及する関係者への対応
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
（1）正当な注意を払った監査についての主張
公認会計士監査制度を裁判官に理解して貰うための主張
（184頁の「陳述書」を提出）
① 「監査基準設定の理由」
② 「二重責任の原則」 決算書類作成者と監査人の責任
はイコールではない
③ 「財務諸表監査の目的」 「不正摘発は監査の主目的
ではない」との協会の監査基準改訂案への意見書（平成
13年8月31日）
④ 「監査固有の限界」
20
シート 19
シート 20
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（特金契約の締結に際し、役員などが信託銀行へ出向いたこと
の証言、会計士監査を対象とする「対策資料」の存在など）
21
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
⑤ 「監査責任を巡る米国の判例」—「市場の詐欺理論」
監査人が損害賠償請求を受けるか否かに関する米国の判例
⑥ 「監査契約・監査約款」—監査会社の協力義務の明示
⑦ 「監査妨害行為の存在」—平成13年11月以降、山一役員の
「刑事事件調書」及び「関連資料」を閲覧・謄写が可能
⑧ 「違法行為（監査基準委員会報告第11号）」
「行政機関の特別調査又は重要な指摘」の有無
「損失補填取引」「飛ばし」に関する大蔵省、監視委員会
による調査の都度問題ない旨の通知書等の存在
⑨ 監査契約当事者の監査人さえ、強制調査権を有しない
⑩ 監査人は取引先を調査する権限（反面調査権）もなく、
飽くまでも資料の提出を依頼することから始まること
• 監査実施時より責任追及時の方が不正摘発に関する規
制が強化されている状況下で、上記の主張を重ねて、
経営者による組織的な隠蔽工作や第三者作成の資料ま
でが事実に反した状況では、「監査の基準」に準拠した
監査を実施しても、不正に辿り着くことの難しさを裁判に
伝え、過失がないという判決に結びつく
22
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
シート 21
シート 22
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5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
（2）証拠として採りあげられた監査調書
なぜ、発見できなかったかを念頭に過年度監査調書を見直す
• 原告が「特金勘定」・「顧客との取引」の監査に過失があること
を中心に主張したのでこれらの監査が裁判の争点
• 監査実施時の「監査実施準則」に基づき、監査人にとって「義
務となる監査手続」は何かを意識して「監査要点」との関連の
もとに実施した監査手続を詳細に「準備書面」に記述
• 争点となる監査項目に係るすべての監査調書を提出して、監
査調書一枚ごとに記載の意味を裁判官へ判り易く説明して必
要な監査手続を十分に実施したことを記述
• オン訴訟では提出証拠284件のうち監査調書が155件、うち判決
に採用された監査調書47件（手書きの監査調書が中心）
『監査計画書（平成4年3月期から9年3月期）』
『監査項目総括調書（法人営業部）』（監査結果の取りまとめ調書）
『特金勘定監査調書』
特金設定時の『稟議書コピー』（平成4年8月）
特金勘定の『監査手続書』（9年3月期）
『銀行確認書』及び証券業部会決定により入手した 『陳述書』
『質問書及び回答書』（平成3年9月中間期）
顧客の運用損益の帰属の判断に際し『質問書』を交付し、『回答書』
及び山一が大蔵省へ提出した『報告書コピー』を受領したもの
監査人の判断過程を立証できた
24
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
シート 23
シート 24
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（3 ）裁判官が実施した調査手続と判決
① 「特金口座の監査」に関して、信託銀行2行に対して、信託
財産にかかる「運用状況報告書」の内容から 「貸付債券残
高」が存在することを読み取れるか否かを中心に質問書を
送付
信託銀行の回答を踏まえて判決では、
「貸債が行われていることを予見することは不可能と認める」
「信託銀行作成の運用状況報告書に、殊更に実態と異なる
運用状況が記載されていることは通常想定し難く～～～ 」
との判決理由に結びつく
25
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
② 「営業特金等の監査」に関して、損失補填が報道された証券
会社7社に対して、顧客の損益が会計帳簿に記録されていた
か否か、監査が可能であったか否かなどを中心に質問書を
送付
証券会社からの回答を踏まえて判決では、
「顧客の損益状況を山一證券が把握することができる資料は、
当時存在しなかったものと認められ～～～」
「顧客の営業特金における損益が山一証券の損益に影響を及
ぼすことは原則としてなく～～～ 」との判決理由に結びつく
26
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
シート 25
シート 26
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判決では、上記の2項目を含む監査の過失と主張する7項目
（「監査計画」 、「監査体制」、 「営業特金等の監査」、「特金
口座の監査」、 「現先取引の監査」、 「関連当事者取引の監
査」及び 「海外の現地法人に対する監査」）に対して裁判官
の判断を逐一示したうえ、監査に過失がないことを認め、原
告の請求を棄却
27
5 損害賠償請求訴訟における
監査人の主張
シート 27
6 結び 今後の会計士監査に寄せて
① 弁護士からどんな裁判でも無過失を立証することの難しさを
教えられていたが、監査責任に関しては、監査調書が充実し
ていれば、立証が不可能ではないこと
（監査調書は強力な武器、貴重な財産）
② 勝訴するためには、最後まで絶対に諦めないこと
（精神面、誤ったマスコミ報道の氾濫、裁判官への影響など）
③ 自らの主張を述べる書面（準備書面）の作成に監査責任者
が直接深く関与すること（弁護士は監査の専門家ではない）
④ 監査の実施から数年を経て監査責任が問題にされるので、
日常の監査の充実を図ること（監査調書は「遺書」との教え）
28
シート 28
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⑤ 損害賠償請求訴訟を受けた立場から協会への期待
• 会員に対する「指導・監督」よりも、監査制度そのものの
健全な維持・発展のための施策を優先させることが必要
• 特に、監査人に対する損害賠償請求訴訟の勝訴、敗訴
の実態を調査し、監査人が勝訴した場合、弁護士費用を
原告に請求できる制度（敗訴者負担制度）の実現に取り
組み、監査人が長期の裁判に耐え得る環境を確立する
• 独立性、専門性を有する公認会計士が社外監査役に就
任し、監査役会と監査人の協同作業による不正防止制度
確立への取り組み
29
6 結び 今後の会計士監査に寄せて
• 第三者を利用した監査妨害行為の実態（隠蔽工作への
協力者、協力内容など）を積極的に社会に発表すること
によって、監査責任を一方的に追及する風潮から監査人
を防禦する
（判決文は誰でも閲覧可能、隠蔽工作への金融機関の協
力は前代未聞のこと）
• 監査責任に関する海外の裁判事例を法学者等と共同研
究し、監査責任の限定（管財人からの訴訟除外）を法制
化することへの取り組み
• 証券取引所による粉飾決算会社に対する上場廃止基準
の厳格な適用を要請
30
6 結び 今後の会計士監査に寄せて
シート 29
シート 30
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参考図書
• 「飛ばし」 日本企業と外資系金融の共謀（第1章、第2章）
光文社新書 田中周紀著
• 「命燃やして」 山一監査責任を巡る10年の軌跡
東洋出版 拙著
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